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(57)【要約】
　本発明は、触媒顆粒からのダストの排出を限定するための方法に関する。前記方法は、
以下の連続する２つの工程：触媒顆粒の熱処理を１００℃以上の温度で実施する第１の工
程と、次いで、触媒顆粒を、固体状態で注入された４５℃以上の融点Ｔを有する１種また
は複数のコーティング材料と接触させることにより、触媒顆粒の表面をコーティングする
第２の工程とを含み、前記第２の工程は、４０℃以上に留めたままにしながら、熱をさら
に追加することなく、Ｔ－６０℃～Ｔ－１℃の温度において実施される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　触媒顆粒からのダストの排出を限定するための方法であって、以下の連続する２つの工
程：
　－前記触媒顆粒の熱処理を１００℃以上の温度で実施するものである、第１の工程と、
次いで、
　－前記触媒顆粒を、固体状態で導入された４５℃以上の融点Ｔを有する１種または複数
のコーティング材料と接触させることにより、前記触媒顆粒の表面のコーティングを実施
するものである、第２の工程と
を含み、
　前記第２の工程が、４０℃以上に留めたままにしながら、熱を新たに供給することなく
、Ｔ－６０℃～Ｔ－１℃の範囲の温度で実施されることを特徴とする、方法。
【請求項２】
　継続的に実施される、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記第２の工程が、一方では前記第１の工程に直接由来する触媒によって、かつ他方で
はコーティング材料によって、継続的に原料供給されている無加熱の移動層において実施
される、請求項１または２に記載の方法。
【請求項４】
　前記第１の工程が、１２０℃～６５０℃、好ましくは１５０℃～５５０℃、さらに良好
には２００℃～５００℃の範囲の温度で実施される、請求項１から３のいずれか１項に記
載の方法。
【請求項５】
　前記第１の工程が、触媒乾燥処理、触媒か焼処理および触媒再生処理から選択される、
請求項１から４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項６】
　前記第２の工程が、Ｔ－５０℃～Ｔ－１℃の範囲、好ましくはＴ－４０℃～Ｔ－５℃の
範囲の温度Ｔで実施される、請求項１から５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項７】
　前記第２の工程において使用される前記コーティング材料が、４５℃～１８０℃、好ま
しくは５０℃～１３０℃の範囲の融点Ｔを有する、請求項１から６のいずれか１項に記載
の方法。
【請求項８】
　前記コーティング材料が、鉱物ワックス、合成ワックス、天然ワックス、周囲温度で固
体の脂肪酸、４５℃～１８０℃の範囲の融点Ｔを有するポリマーおよびこれらの混合物か
ら選択される、請求項１から７のいずれか１項に記載の方法。
【請求項９】
　前記コーティング材料が、５０℃～１３０℃の範囲の融点Ｔを有するポリマーから選択
され、好ましくはポリエチレンから選択され、非常に特にポリエチレンワックスから選択
される、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記コーティング材料が、粒子の形態であり、前記粒子の数平均直径が、前記触媒顆粒
の数平均直径の３％以下である、請求項１から９のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１１】
　前記第２の工程中に使用されるコーティング材料の合計量が、コーティングされた触媒
の合計質量に対して、０．０５質量％～５質量％、好ましくは０．１質量％～３質量％、
さらにより好ましくは０．３質量％～１質量％の範囲である、請求項１から１０のいずれ
か１項に記載の方法。
【請求項１２】
　前記第２の工程が、前記コーティング材料の層で、前記顆粒をその表面において覆うも
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のであり、前記コーティング材料の層の平均厚さが、０．０１～１５μｍの範囲である、
請求項１から１１までのいずれか１項に記載の方法。
【請求項１３】
　前記コーティング材料の層の平均厚さが、０．０１～１０μｍ、好ましくは０．０２～
５μｍ、より好適には０．０５～４μｍ、さらに良好には１～３．５μｍの範囲である、
請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　前記触媒が、多孔質耐火性酸化物支持体を含む炭化水素の水素化変換用触媒であり、前
記多孔質耐火性酸化物支持体の上に、ＶＩＩＩ族金属およびＶＩＢ族金属から選択される
少なくとも１種の金属が堆積されている、請求項１から１３のいずれか１項に記載の方法
。
【請求項１５】
　前記触媒支持体が、非晶質アルミナもしくは結晶性アルミナ、シリカまたはシリカ－ア
ルミナから選択され、好ましくは、少なくとも３０質量％のアルミナ、より好適には少な
くとも５０質量％のアルミナを含有する支持体である、請求項１４に記載の方法。
【請求項１６】
　前記触媒が、アルミナベース支持体上に堆積された金属複合体ＣｏＭｏ、ＮｉＭｏ、Ｎ
ｉＷまたはＮｉＣｏＭｏを含有する触媒から選択される、請求項１４または１５に記載の
方法。
【請求項１７】
　前記触媒顆粒が、１～１０ｍｍ、好ましくは２～５ｍｍの範囲の最大数平均寸法を有す
る、請求項１から１６のいずれか１項に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、触媒の取扱い中に顆粒の形態である触媒によって排出されるダストを限定す
ることを特に目的とするプロセスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　当該の触媒は、限定するわけではないが例えば、特に石油精製、石油化学および化学の
分野における、炭化水素処理プロセス、特に炭化水素ベース化合物を変換するためのプロ
セスで使用される触媒である。
　製油所および／または石油化学プラントにおいて実施される炭化水素処理プロセスは、
炭化水素分子の構造を改質すること、および／または炭化水素ベース留分から、特に硫黄
含有化合物、窒素含有化合物、芳香族化合物および金属化合物等の望ましくない化合物を
排除することを本質的に目的とする、一定数の処理を含む。非限定的な例として、ナフサ
改質プロセス、水素化プロセスおよび水素化分解プロセス、ならびに水素化脱硫プロセス
、水素化脱窒素プロセス、水素化脱酸素プロセス、水素化脱芳香族プロセスおよび水素化
脱金属プロセス等の水素化処理プロセスとして公知のプロセスを挙げることができる。
【０００３】
　当該の触媒は、気体状化合物を処理することもできる。したがって、本発明は、水蒸気
改質工程を含む水素およびアンモニアの製造用のラインにおいて使用される触媒のすべて
にも当てはまり、硫黄用ラインにおいて使用される触媒（クラウス触媒およびテールガス
触媒）にも当てはまり、酸化触媒、脱水素化触媒およびアンモ酸化触媒のすべてにも当て
はまる。
　触媒を使用することができるプロセスの中には、水素の存在下で実施されるものもある
が、通常、水素化変換プロセスという総称的な用語によって表される。
　上記プロセスの大部分は、「触媒顆粒（ｃａｔａｌｙｓｔ　ｇｒａｉｎ）」としても公
知の粒子の形態である固体触媒を必要とする。この触媒顆粒は、元素周期表のＶＩＩＩ族
の金属および元素周期表のＶＩＢ族の金属から選択される１種または複数の触媒活性な金
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属が堆積された、１種または複数の耐火性無機酸化物をベースとした多孔質支持体を含む
。
　炭化水素処理反応の速度は、触媒の細孔中に配置された触媒部位に向けての炭化水素分
子（しばしば、大きなサイズである）の拡散速度によって特に限定される。したがって、
触媒部位は、利用できる状態に可能な限りしておくべきである。これこそが、製造業者が
、可能な限り大きな比表面積および多孔度を有する触媒を調製するように努力した理由で
あるが、こうした努力の結果が、非常に小さなサイズの顆粒の形態の触媒である。
【０００４】
　しかしながら、触媒顆粒のサイズは、あまりに小さくすべきでもなく、理由として、触
媒顆粒のサイズがあまりに小さいと、それらの動作中の炭化水素処理反応器内における圧
力降下（ΔＰ）の増進につながるという点がある。
　したがって、製造業者は、触媒顆粒のサイズが小さくなるほど、触媒性能が高くなって
いくが、反応器内での圧力降下も大きくなっていくという、相矛盾する２つの制約に対処
しなければならない。
　したがって、この種類のプロセスに関与する触媒は通常、一般に０．８～４ｍｍの範囲
の平均直径および一般に２．５～５ｍｍの範囲の平均長さを有する、円筒形状または多葉
形状（ｍｕｌｔｉｌｏｂａｌ　ｓｈａｐｅ）の顆粒の形態である。特定の用途において、
球形形状の顆粒が使用されるが、こうした球形形状の顆粒の直径は一般に、１．５～５ｍ
ｍである。
　触媒顆粒を使用するプロセスにおいて生じるさらなる制約は、前記顆粒の機械的強度に
関する。前記顆粒の機械的強度は、触媒顆粒の多孔度および比表面積が大きい場合さらに
低下する。
　しかしながら、触媒、特に触媒の輸送中および反応器内への触媒の装填中に触媒を取り
扱うための動作は、「細粒」すなわちダストの形成を起こすことになる、顆粒どうしが互
いに摩擦し合うまたは顆粒が壁に当たって摩擦される現象を発生させる。これらの摩擦力
はまた、顆粒損耗現象も起こし、すなわち、摩擦、衝撃および／または圧潰による上記触
媒顆粒の機械的摩耗も起こすが、この結果として、粒子の破壊および粒子のサイズの望ま
しくない減少がもたらされる。
【０００５】
　現在、大量の触媒ダストの形成が、いくつかの課題を提起している。一方では、大量の
触媒ダストの形成は、大量のダストにより装填の進行が目視によって監視できなくなる限
り、顆粒の装填動作を大幅に複雑化するものであり、この結果、反応器内における触媒顆
粒の正確で均一な分配を確実にできるようにするという目的で、ダスト雲が沈下するまま
になるように、規則的な間隔で装填動作を停止させることが必要になる。
　さらに、このようなダストは、顆粒の取扱いを担当する操作者にとっての安全上の課題
を提起する一方で、工業用地に存在するすべての人々にも同様に安全上の課題を提起する
。このダストは、飛行することができるものであり、時折非常に大きな距離にわたって大
気中で運搬され得るので、付近の居住者および周囲の環境にさらなる危険性をもたらす。
【０００６】
　厳密には、ダストは、ミリメートルサイズの粒子からマイクロメートルサイズの粒子の
範囲で、任意選択によりナノメートルサイズまでの、広範な粒径分布を一般に有する粒子
からなる。
　ミリメートルサイズのダストは、１ｍｍ未満のサイズを有し、または通常０．８ｍｍ未
満のサイズを有する。
　最小の粒子に関する次の種類のマイクロメートルサイズの粒子には、その毒性のため、
特段の注目が寄せられている。これらは、そのサイズに基づいて分類されている（例えば
、ＥＮ１２３４１規格およびＩＳＯ１０４７３：２０００規格を参照されたい）。区別は
、以下のようになされている：
－　ＰＭ10と呼ばれる粒子（１０μｍ未満のサイズ）、
－　ＰＭ2.5と呼ばれる粒子（２．５μｍ未満のサイズ）および
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－　ＰＭ1.0と呼ばれる粒子（１μｍ未満のサイズ）。
【０００７】
　これらの粒子は、１日から１週間の範囲の持続期間にわたって、空気中に懸濁した状態
のままであり得る。２．５μｍのサイズより小さい場合、粒子は、吸入により肺胞に到達
することができる。一般に、公衆衛生上の理由から、ＰＭ10以下の粒子への住民の曝露に
は厳格な規制が存在する。
　ＨＳＥ（衛生／安全／環境）の観点においてより悪影響を伴う現象が、今日ではナノス
ケール物質の存在に関連付けられている、不確実性である。ナノマテリアルという用語は
、１００ナノメートル未満（すなわち、０．１μｍ未満）のサイズを有する粒子を含む化
合物を表す。ナノマテリアルとしての分類対象の触媒は現在、欧州連合において様々なレ
ベルで議論されている。触媒は、これらが貴金属をベースとした活性相であるか、周期表
のＶＩ族およびＶＩＩＩ族の非貴金属をベースとした活性相であるかにかかわらず、一般
にナノメートルスケールで分散されている活性相を本質的に有することに疑問の余地がな
い。さらに、これらの触媒のための支持体は、ナノメートルサイズの多孔度を有するよう
に設計されており、しばしば、５ナノメートルから５０ナノメートルの間の細孔径も一緒
に有するように設計されている。
【０００８】
　健康への悪影響を伴う結果があり得る効果の１つは、触媒がしばしば、例えばコバルト
およびニッケル等の金属元素を含有することである。これらの元素は、その毒性のため、
増々言及されるようになっている。したがって、例えば、コバルト元素、ニッケル元素、
モリブデン元素、タングステン元素を含有する水素化処理触媒は、ダストの発生に起因し
た環境問題を提起する。より厳密には、水素化処理触媒は、およそ２質量％～５質量％の
酸化コバルトまたは酸化ニッケルを含有するが、水素化触媒は、１０質量％～５０質量％
のニッケルを含有することもあり得る。
【０００９】
　衛生上、安全上および環境上の理由からダストの排出を限定する必要性の他にも、これ
らの触媒の取扱いを担当する人員の労働条件の快適さについても関心が寄せられている。
これらの触媒の製品は、毒性をもつ可能性があることの他にも、その周囲を汚くするダス
トを排出する。
　最後に、反応器内において、ミリメートルサイズおよびマイクロメートルサイズのダス
トを生成するこれらの現象は、望ましくない効果を反応器の正確な動作に及ぼすが、これ
らの現象は特に、圧力降下の著しい増進につながるが、こうした圧力降下の著しい増進は
、触媒層の中を通る液体状または気体状流体の正確な通過に不利である。圧力損失による
プラントの操業停止は、精製／石油化学における反応器を最終的に操業停止することにな
る主要な原因の１つである。したがって、圧力降下の発生を低減するのに役立つことがで
きる何らかの方策は、非常に有益である。
　したがって、上記で展開させてきたすべての理由からは、一般に触媒顆粒の取扱い中お
よび輸送中、特に触媒顆粒が工業的に使用される反応器内への触媒顆粒の装填中に生成さ
れるダストが触媒顆粒から排出されるという現象を可能な限り低減し、または完全に排除
さえすることが、望ましい。
【００１０】
　様々な手段によって触媒顆粒の機械的強度を増大させることを本質的に目的とする解決
法が、触媒の製造業者によって提案されてきた。
　１つの解決法は、顆粒のサイズを増大させるものであるが、こうした顆粒のサイズの増
大は通常、触媒の活性を損なうように行われる。
　他の解決法も、触媒顆粒の機械的強度を増大させるために、従来技術において提案され
てきた。
　したがって、米国特許第２，９７６，２５３号は、取扱い中の触媒の損耗を回避し、触
媒の損耗に起因した圧力降下を反応器内において予防するための方法について記述してい
るが、この方法は、Ｃ2からＣ8のモノオレフィンから得られた樹脂ポリマーのフィルムに
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よって各触媒顆粒をコーティングし、次いで、触媒の使用中に排除するものである。触媒
顆粒上のポリマーフィルムの厚さは、２５～１００μｍの範囲である。
【００１１】
　特許出願ＥＰ２０００２０６は、フィッシャー－トロプシュ合成用に意図された触媒の
保護に関しており、１つまたは複数のワックスを触媒に添加することによって触媒を強化
することを提案している。使用されるワックスもまた、触媒の細孔中に存在するが、この
文献は、触媒粒子の外側皮膜について記述していない。
　米国特許第４，５２６，８７７号および米国特許第５，３０２，５６６号等の他の文献
は、恒久的な皮膜によって触媒を保護することを提案している。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　しかしながら、従来技術において提案されてきた解決法は、触媒の損耗および触媒の装
填中におけるダストの形成を大部分低減できるようにするものの、本出願人は、これらの
解決法が、さらなる課題を発生させることを観察した。
　厳密には、触媒顆粒の外面上に比較的厚い層として存在する保護材が、２つの主要な欠
点を発生させる。
　第１の欠点は、この層によって占有される空間が、顆粒の有効直径を大幅に増大させ、
したがって各顆粒によって占有される容積も大幅に増大させることである。したがって、
装填すべき反応器の容積は、必然的に限定され、保護材によって部分的に占有されるコー
ティングされた触媒の場合は、触媒層の厚さが大きいとき、さらにいっそう限定される。
したがって、触媒層の性能は、活物質の量に比例するため、皮膜層があまりにも大きい場
合に著しく低下する恐れがあるが、このような低下は許容されない。さらに、触媒層の排
除中には、この層によって占有される容積が空けられる。この占有容積が大きい場合は、
触媒層が修正されるが、この結果として、触媒層の中を通って循環するフィードストック
にとって好適な経路の発生が可能になってしまい、こうした経路は、反応器中の触媒層の
中を通るフィードストックの完全な分配の要件とは真逆であり、プラントの性能にとって
特に有害であると判明している。
【００１３】
　第２の欠点は、プラントの始動段階中に保護材の層を排除することの困難さである。こ
の材料は、例えば、溶融することまたはフィードストック中に溶解させることによって排
除することができるが、この材料は後で、高圧または低圧で動作する反応器、交換ライン
、分離器等の下流側の回路内に運搬されることになる。保護材が下流側の回路の１つまた
は複数の地点に堆積されるという、著しい危険性が存在するが、こうした堆積は、下流側
の処理設備の効率を限定させる恐れがあり、またはそれらの一部を閉塞させてしまう危険
性さえも存在する。保護材の量が多くなるほど、危険性が高まっていく。
【００１４】
　したがって、本出願人は、反応器内で排除されるように意図された相当な量の保護材を
触媒が含む場合、この結果として、反応器の下流側で多かれ少なかれ分解されることにな
る保護材からできた大型の堆積物が発生することを観察した。したがって、例えば、これ
らの技法において使用されるパラフィンワックスおよびポリエチレンワックスは一般に、
比較的低温において炭化水素中にあまり溶けず、この結果、特に反応器の出口の熱交換器
内での望ましくない堆積物につながる。したがって、例えば３質量％のワックスの保護層
によって覆われた７０ｔの触媒層の場合、保護層の排除は、２ｔ程度のワックスを排除し
なければならなくなり、プロセスが大幅に複雑化する。
　最後に、さらなる課題が、保護材が触媒の空隙中に存在する場合に出現し得る。この場
合、保護材の完全な排除は、さらにいっそう困難であり、このため、この材料が細孔から
完全に排除されない場合、触媒の活性の喪失をもたらす恐れがある。
　本発明は、従来技術による方法の欠点を解決できるようにしながら、顆粒の形態の触媒
の取扱い中にダストの排出を限定するための改良方法を提案することを目的とする。
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　したがって、本発明の目的は、触媒顆粒の機械的強度を向上すること自体ではなく、マ
イクロメートルサイズのダスト、特に微粒子の形成を非常に著しく低減することである。
　本発明は、満足な機械的強度、特に良好な破壊強度および圧潰強度を有するが取扱い中
に微細ダストを発生させる、触媒顆粒に特に当てはまる。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本出願人は、この目的が、触媒顆粒が熱処理の直後に特定の温度条件下で固体コーティ
ング材料と接触するプロセスによって達成されることを発見した。
　したがって、本発明の一主題は、触媒顆粒からのダストの排出を限定するためのプロセ
スであって、以下の連続する２つの工程：
　－触媒顆粒の熱処理を１００℃以上の温度で実施するものである、第１の工程と、次い
で、
　－触媒顆粒を、固体状態で導入された４５℃以上の融点Ｔを有する１種または複数のコ
ーティング材料と接触させることにより、触媒顆粒の表面のコーティングを実施するもの
である、第２の工程と
を含み、
　前記第２の工程が、４０℃以上に留めたままにしながら、熱を新たに供給することなく
、Ｔ－６０℃～Ｔ－１℃の範囲の温度において実施される、プロセスである。
【００１６】
　したがって、本発明は、触媒の熱処理を実施した後、固体状態で導入された材料を使用
してコーティングする工程を行うものであり、触媒と前記材料とを接触させることが、前
記材料の溶融温度Ｔに対して１℃～６０℃低い温度で実施されるものである。
【００１７】
　第２の工程は、熱をさらに供給することなく実施されるが、コーティングを実施するた
めに必要な熱は、第１の工程からの高温触媒によってのみ供給される。
　これらの条件は、触媒顆粒の表面のコーティングを、材料がこの触媒の細孔中に浸透す
ることなく可能にする。
　本発明によるプロセスは、触媒の取扱い動作中、特に工業プラントの反応器への触媒の
装填中にダスト、特にマイクロメートルサイズの粒子を含有するダストの形成を非常に著
しく低減できるようにする。本プロセスは、これらの触媒の取扱いを操作者にとってより
容易なものにし、非常に小さなサイズの粒子の存在によって誘起される操作者および操作
者の周囲への危険性も低減する。
【００１８】
　さらに、本出願人は、本発明によるプロセスが、コーティングされた形態の触媒顆粒の
装填に起因した活性の大幅な喪失を伴うことなく、プラントの非常に良好な効率を保持で
きるようにすることを発見した。
　厳密には、本発明によるプロセスは、非常に少量のコーティング材料を使用した場合で
さえも特に効果的であることが判明している。本プロセスは、特に薄い皮膜層を触媒の表
面に得ることを可能にする。このことは、反応器の良好な装填密度を保持すること、およ
び大量の保護材の排除に関連付けられた課題を著しく低減することを可能にする。
　さらに、本発明による材料の層は、皮膜層が表面的なものでしかない場合で、コーティ
ング材料が触媒の細孔中に浸透していなかった場合、さらにいっそう迅速かつ効果的に（
例えば、触媒が使用されるプラントの始動中にフィードストックと接触して）排除される
。この結果、触媒の活性部位のすべてに迅速に到達するようにフィードストックを処理す
ることができるようになる。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　「フィードストック」という用語は好ましくは、７５℃～６５０℃までにわたる範囲の
大気圧における沸騰範囲を一般的に有し、液体状状態または気体状状態の触媒と接触し得
る、炭化水素留分を表す。「フィードストック」という用語は、非限定的な例として酸素
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、窒素、水、一酸化炭素、メタン、アンモニア、硫化水素、二酸化硫黄等の様々な気体状
化合物も同様に表し得る。
　本発明によるプロセスは、顆粒の形態の任意の固体触媒、限定するわけではないが例え
ば、特に石油精製分野および石油化学分野において炭化水素フィードストックを処理する
ために意図された触媒にも適用され得る。
　本プロセスは、炭化水素の水素化変換用触媒に非常に特に当てはまる。顆粒の形態のこ
れらの触媒は、ＶＩＩＩ族金属およびＶＩＢ族金属から選択される少なくとも１種の金属
がその上に堆積された多孔質耐火性酸化物支持体を含む。
　好ましくは、触媒は、例えばコバルト、ニッケル、鉄、パラジウム、白金等、元素周期
表のＶＩＩＩ族の少なくとも１種の金属を含有する。これらの金属は、例えばモリブデン
、タングステン、クロム等、ＶＩＢ族の少なくとも１種の金属と組み合わせてもよい。Ｖ
ＩＩＩ族金属または金属の含量は一般に、未コーティング触媒の合計質量に対して０．１
質量％から２０質量％の間であり、時折、最大５０質量％であることもある。ＶＩＢ族金
属または金属の含量は一般に、触媒（未コーティング加工形態）の合計質量に対して３質
量％から３０質量％の間である。
【００２０】
　好ましくは、触媒のための支持体は、非晶質アルミナもしくは結晶性アルミナ、シリカ
またはシリカ－アルミナ（ゼオライト）から選択される。より好適には、支持体は、少な
くとも３０質量％、さらに良好には少なくとも５０質量％のアルミナを含有する。
　本発明によるプロセスは、アルミナベース支持体上に堆積された金属複合体ＣｏＭｏ、
ＮｉＭｏ、ＮｉＷまたはＮｉＣｏＭｏを含有する触媒を処理するために特に適している。
　これらの触媒は、有機添加剤およびハロゲン化化合物、ホウ素含有化合物またはリン含
有化合物等の１種または複数の添加剤を含有し得る。
【００２１】
　これらの触媒は、好適には球形形状、円筒形状または多葉形状の顆粒の形態である。
　本発明は、最大数平均寸法が１～１０ｍｍ、好ましくは２～５ｍｍの範囲である触媒顆
粒に非常に特に当てはまる。
　触媒顆粒の最大数平均寸法は、当業者に周知の方法によって判定することができ、特に
ビデオ式粒径分析によってまたはノギスを使用して判定することができる。ＲＥＴＳＣＨ
によって開発されたＣＡＭＳＩＺＥＲビデオ式粒径分析計が、一般的に使用され得る。
　本発明において使用される触媒は一般的に、ＢＥＴ法によって測定して１００～３００
ｍ2／ｇの範囲の比表面積、窒素吸着によって判定して０．２０～１ｍｌ／ｇの範囲の細
孔容積および窒素吸着によって判定して７～２０ｎｍの範囲の平均細孔径を有する。
　本発明によるプロセスは、新しい触媒、すなわち、まったく使用されていない触媒にも
当てはまり、再生済み触媒、すなわち、当該触媒が再使用可能になる活性レベルにまで当
該触媒を回復させるために、該触媒を炭素ベース残留物（コークス）から剥離させるとい
う目的で再生された、使用済み触媒にも当てはまる。再生プロセスは特に、コークスを燃
焼させる第１の工程と、１種または複数の添加剤、特に有機添加剤を触媒に含侵させた後
に乾燥させることからなる第２の工程との、２つの工程によって実施することができる。
第２の工程は時折、「賦活」と呼ばれることもある。
【００２２】
　好ましい一実施形態によれば、本発明によるプロセスは、継続的に実施される。
　好ましくは、第２の工程は、第１の工程の直後であり、すなわち、本発明による２つの
工程は、中断なしで連結されており、特に、これらの２つの工程間にさらなる処理工程を
挟まずに連結されている。
　２つの工程が実施される容器間またはデバイス間の触媒の任意選択による搬送（または
輸送）が、さらなる処理を構成するものだと考えられないことには、留意すべきである。
　同様に、２つの工程間の触媒の任意選択による冷却は、さらなる処理を構成するものだ
と考えられない。このような冷却は、能動的であっても受動的（すなわち、触媒の温度が
、単に低下するままにされる）であってもよいが、第１の工程の終了時における触媒の温
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度がＴ－１℃より高い場合で、Ｔがコーティング材料の融点であるときに必要であると判
明することもある。冷却は、単に上記の２つの工程間に触媒を搬送することによって達成
することができる。
【００２３】
　特に好ましい一実施形態において、前記第２の工程は、一方としての第１の工程に直接
由来する触媒と、他方としてのコーティング材料とによって継続的に原料供給されている
、無加熱の移動層システムにおいて実施される。
　本発明によるプロセスの第１の工程は、１００℃以上の温度における触媒顆粒の熱処理
からなる。
　好ましくは、この第１の工程は、１２０℃～６５０℃、より好適には１５０℃～５５０
℃、さらに良好には２００℃～５００℃までの範囲の温度で実施される。
　本発明によれば、「熱処理」という表現は、この触媒を加熱するものであり、または触
媒の加熱を含む触媒への何らかの処理を表す。
　したがって、前記第１の工程は、触媒の簡便な加熱からなり得る。
　第１の工程は、例えば前記触媒を製造するためのプロセスの終了時に実施される、触媒
の乾燥処理またはか焼処理からなることもあり得る。
　この実施形態は、従来の触媒製造プロセスへの本発明によるプロセスの統合を可能にす
るため、特に有利であり、製造プロセスの最後の工程はやはり、本発明によるプロセスの
第１の工程でもある。この結果、保護された状態の新しい触媒が、直接得られる。
【００２４】
　上記実施形態もまた、触媒の調製の終了時に実施された熱処理中に供給された熱を有利
に回収し、この回収された熱を触媒の保護のために使用できるようにする。
【００２５】
　使用済み触媒の場合、本発明によるプロセスの第１の工程は、触媒再生処理からなるこ
ともあり得る。
　実際、使用済み触媒は一般に、触媒顆粒の表面および細孔中に存在する汚染物質（重質
炭化水素、コークスまたは他の不純物）を排除するように意図された熱処理によって再生
される。
　再生が、触媒顆粒の空隙中に１種または複数の添加剤、特に有機添加剤を堆積させた後
に乾燥させるものである、第２の工程（しばしば、賦活と呼ばれる）を含む場合、本発明
によるプロセスの第１の工程は有利なことに、この乾燥工程に相当し得る。
　この実施形態もまた、従来の触媒再生プロセスへの本発明によるプロセスの統合を可能
にするため、非常に有利であり、再生プロセスの最後の工程はやはり、本発明によるプロ
セスの第１の工程でもある。この結果、保護された状態の再生済み触媒が、直接得られる
。
【００２６】
　上記実施形態もまた、再生の目的のために実施された熱処理中に供給された熱を有利に
回収し、この回収された熱を触媒の保護のために使用できるようにする。
　触媒のコーティングが顆粒を溶融状態の材料と接触させることによって実施される従来
技術において記述されたプロセスの大部分とは異なり、上記のように、本発明によるプロ
セスの第２の工程は、触媒顆粒を、固体状態で導入された１種または複数のコーティング
材料と接触させることによって実施される。
　この第２の工程は、２つの評価基準を満たさなければならない温度で実施される。
　第１に、上記温度は、４０℃以上でなければならない。このことは、温度が、コーティ
ング材料による触媒顆粒の効果的なコーティングを可能にするのに十分なほど高いことを
保証する。
　第２に、上記温度は、Ｔ－６０℃～Ｔ－１℃にわたる範囲でなければならず、このこと
は、コーティング材料の溶融温度Ｔより低くなければならない（１℃～６０℃の範囲でな
ければならない）ことを意味する。これらの条件は、触媒顆粒の表面に最適な皮膜を得る
ことを可能にする。
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　好ましくは、第２の工程は、Ｔ－５０℃～Ｔ－１℃の範囲（コーティング材料の溶融温
度Ｔより１℃～５０℃の範囲で低い温度）、より好適にはＴ－４０℃～Ｔ－５℃の範囲（
コーティング材料の溶融温度Ｔより５℃～４０℃の範囲で低い温度）の温度Ｔで実施され
る。
【００２７】
　最後に、本発明によれば、第２の工程は、新たな熱の供給なしで実施される。
　このことは、加熱が、この工程中に実施されず、十分な温度を得るために必要な熱が、
第１の工程から直接生じた高温触媒のみによって供給されることを意味している。したが
って、コーティング材料または材料はしばしば、第１の工程から生じた高温触媒と接触し
て軟化し、この結果、顆粒をコーティングする。
　したがって、第２の工程の温度は、以下パラメータのうちの１つおよび／または残りを
調節することによって制御することができる：流入してくる触媒の温度（およびこの結果
としての、第１の工程が実施された温度）、触媒および導入されたコーティング材料のそ
れぞれの量、ならびに導入されたときのコーティング材料の温度。
　上記のように、本発明において使用されるコーティング材料は、４５℃以上の融点を有
する。
　「融点」という表現は、大気圧における前記材料の溶融温度を表す。
　それ自体公知の方法で、コーティング材料の融点は、ＭＥＴＴＬＥＲによりＤＳＣ３０
の名称で販売されている熱量計等の示差走査熱量計（ＤＳＣ）を使用して、１分当たり５
℃または１０℃の温度上昇によって測定することができる。考えられる融点は、サーモグ
ラムにおいて最大の吸熱ピークの温度に対応する地点である。
　好ましくは、使用されるコーティング材料は、４５℃～１８０℃、好ましくは５０℃～
１３０℃の範囲の融点を有する。
【００２８】
　本発明によるプロセスの実施のために非常に特に適したコーティング材料は、鉱物ワッ
クス、合成ワックス、天然ワックス、周囲温度（２３℃）で固体の脂肪酸、４５℃～１８
０℃の範囲の融点Ｔを有するポリマーおよびこれらの混合物から選択される。
　「鉱物ワックス」という表現は、石油製品の精製に由来したもの等のパラフィンワック
スを特に表す。
　合成ワックスの中では、ポリエチレンワックス等の合成パラフィンワックスを特に挙げ
ることができる。
　「天然ワックス」という表現は、動物性ワックスおよび植物性ワックスを特に表す。適
切な植物性ワックスは例えば、蜜蝋およびカルナウバ蝋である。
　周囲温度（２３℃）で固体である脂肪酸の中では、ステアリン酸およびパルミチン酸を
特に挙げることができる。
　使用することができるポリマーは好ましくは、５０℃～１３０℃の範囲の融点Ｔを有す
る。それらは特に、ポリエチレンおよびポリプロピレンから選択することができる。
【００２９】
　ポリエチレン、特にポリエチレンワックスを使用することが、特に好ましい。
　本発明の好ましい一実施形態によれば、コーティング材料は、粒子の形態である。これ
らの粒子は、２００μｍ以下、好ましくは１５０μｍ以下、より好適には５０μｍ以下、
さらに良好には１０μｍ以下の数平均直径を有する。
　特に好ましい一実施形態によれば、コーティング材料は、触媒顆粒の数平均直径に対し
て３％以下の数平均直径の粒子の形態である。
　触媒顆粒の数平均直径は、当業者に周知の方法、特にビデオ式粒径分析によって判定す
ることができる。
　コーティング材料の粒子の数平均直径は、ＩＳＯ１３３２０：２００９規格に従って規
定されたレーザー回折式粒径分析法によって判定することができる。
　本発明によれば、第２の工程中に使用されるコーティング材料の合計量は特に、コーテ
ィングされた触媒の合計質量に対して０．０５質量％～５質量％、好ましくは０．１質量
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％～３質量％、さらにより好ましくは０．３質量％～１質量％であり得る。
　ここで、コーティングされた触媒の合計質量は、最終的に得られた触媒の質量、すなわ
ち、第２の工程の終了時にコーティング材料の層によって覆われた触媒の質量を表す。
【００３０】
　上記のように、第２の工程は、触媒顆粒のコーティングを実施するものであり、すなわ
ち、第２の工程は、コーティング材料の層によって顆粒のその表面を覆うものである。
　このコーティング材料の層は、（特に、すべての顆粒についておよび各顆粒の表面にお
ける同一の厚さに関して）完全に均一である必要はない。
　上記のコーティング材料の層が可能な限り薄いことと、上記のコーティング材料の層が
表面的なもののままであること、すなわち、コーティング材料が触媒の細孔中に浸透しな
いこととが、特に重要である。
　好ましくは、第２の工程は、０．０１～１５μｍの範囲の平均厚さのコーティング材料
の層によって顆粒のその表面を覆うものである。より好適には、コーティング材料の層の
平均厚さは、０．０１～１０μｍ、より好適には０．０２～５μｍ、さらにより好適には
０．０５～４μｍ、さらに良好には１～３．５μｍの範囲である。
　本発明によるプロセスの特に顕著な利点の１つは、本プロセスが、特に薄いコーティン
グ材料の層を触媒顆粒の表面に得ることを可能にするという点である。
　触媒顆粒を覆っているコーティング材料の層の平均厚さは、走査型電子顕微鏡法によっ
て判定することができる。
　この厚さは、第２の工程のパラメータ、特に、触媒顆粒の量に対する添加されるコーテ
ィング材料の量と、この第２の工程が実施される温度とを調節することによって制御する
ことができる。
【００３１】
　第２の工程の終了時、触媒顆粒は必要に応じて、薄い皮膜層を不都合に改変しないよう
な適度な温度において、例えば野外、または空気もしくは任意の他の適切な気体の気体流
の存在下で乾燥させてもよい。
　触媒粒子の脱保護は好ましくは、触媒粒子が使用される反応器内に触媒粒子が装填され
たらすぐに実施される。
　上記脱保護は、粒子の表面に存在する材料の層が排除される条件下に触媒を置くことに
よって実施される。
　特に好ましくは、コーティング材料は、触媒が使用される反応器の始動中に、このコー
ティング材料がフィードストックと自然に接触した状態で排除されるように選択される。
この実施形態は、反応器の始動時に、触媒の脱保護を特に簡便かつ経済的に実施すること
を可能にする。
　以下の実施例は、純粋に本発明の説明として示している。
【実施例】
【００３２】
（触媒のキャラクタリゼーションのために使用される方法）
　以下の実施例において記述された触媒Ａ～Ｈの機械的強度特性を、触媒の衝撃強度をキ
ャラクタリゼーションすることになる触媒の損耗を判定するための試験に従って評価した
。
　このパラメータは、ＡＳＴＭ　Ｄ－４０５８規格に記載の原理に従って５０ｇの触媒試
料について判定したが、この原理は、反らせ板（ドラムの内壁に溶接されたシート状金属
板）とその母線上に装着された円筒形ドラムに触媒試料を入れ、次いでカバーを用いてド
ラムを閉じた後、３０分の持続期間にわたってこの組立体を回転させ、次いで触媒試料が
受けた質量減少を、生成した細粒を排除するために２０番（０．８５ｍｍ）スクリーンに
よってスクリーニングすることによって測定するものである。次いで、生成した細粒の質
量百分率を計算する。
　この試験は、破損部および細粒を発生させることになる触媒粒子の逐次的な降下のシミ
ュレートを可能にする。
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　さらに、触媒Ａ、Ｂ、ＧおよびＨの水素化脱硫活性を、パイロットプラントにおいて判
定した。
　使用したフィードストックは、以下の特性を有する「直留」ガスオイルだった。
【表１】

　各試料に関しては、試験のために使用した触媒の体積が、１０ｍＬだった。
【００３３】
　実際の水素化脱硫試験前には、各触媒試料を、３時間の湿潤期間後に、ジメチルジスル
フィド（ＤＭＤＳ）を使用して２．５質量％の硫黄が添加されていたガスオイルによって
周囲温度において硫化させることによって活性化した。硫化手順は、３ｈ-1の時間空間速
度（ＨＳＶ）、２００（ＮＬ／時間）／（Ｌ／時間）のＨ2／添加剤添加済みガスオイル
比および３ＭＰａ（３０ｂａｒ）の合計圧力にした状態で実施した。２０℃～２５０℃の
第１の昇温は、３０℃／時間で進行させ、続いて８時間２５０℃に保持することによって
実施した。次いで、２５０℃～３２０℃の第２の昇温を２０℃／時間で実施し、続いて５
時間３２０℃に保持した。
　次いで試験フィードストックを、実際の試験を開始するために注入した。試験条件は、
以下のとおりだった：　４ＭＰａ（４０ｂａｒ）の圧力、３００のＨ2／ガスオイル比、
ＨＳＶ＝２ｈ-1、３４０℃～３５０℃の温度。
　フィードストックの硫黄含量を、プラントの出口において紫外蛍光法式分析装置によっ
て測定した。脱硫反応の見かけの定数を、以下の式Ｅ１に従って計算した。
【数１】

　　式中、
　　Ｋv＝見かけの反応定数
　　α＝反応次数（１．２に等しいと考えられる）
　　Ｓ＝廃液の硫黄含量
　　Ｓ0＝フィードストックの硫黄含量
　　ＨＳＶ＝液体フィードストックの時間空間速度
【００３４】
　各試料の性能を、基準触媒の性能に対して評価した。この評価に関しては、相対体積活
性（ＲＶＡ）を、以下の式Ｅ２に従って計算した。
【数２】

　基準として、１００のＫv値は、未コーティング加工触媒Ａに起因していた。
　最後に、触媒Ａ～Ｈによるダストの形成を、ＤＩＮ５５９９２－１規格の記述に従って
以下のように判定した。
【００３５】
　使用した装置は、反復的な降下を起こすことによってダストを発生させることを可能に
する、反らせ板（ドラムの内壁に溶接されたシート状金属板）と装着された回転シリンダ
ーからなる。シリンダーが回転しているとき、シリンダーは、所与の流量の空気流によっ
てスイープされており、この結果、ダストの搬送が可能になる。この空気流は、最も微細
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な粒子のみを保持することを可能にする長いガラス管を通過するが、最も粗大な粒子は、
管の底部に堆積される。次いで空気流を、懸濁しているすべての粒子を捕集するためにダ
ストフィルター経由で送り込む。０．８５ｍｍ未満のすべての粒子を測定する損耗試験と
は異なり、この試験は、最も長い時間にわたって空気中に懸濁したままとなる粒子である
、吸入すると有害な粒子のみを定量化できるようにする。これらのサイズは一般に、１０
μｍ未満である。
　ダストの形成を定量化するためには、３回の測定が少なくとも実施される。１回の分析
は、１００ｇ（＋／－　１ｇ）の触媒を必要とするが、この触媒は、１０ｍｇ以下になる
ように精確に秤量すべきである。ダストフィルターは、１ｍｇ以下になるように秤量した
後、装置に据え付けるべきである。次いで触媒をシリンダー内に装填し、装置を、３０ｒ
ｐｍのシリンダー回転速度および２０Ｌ／分の空気流量において５分間始動させた。測定
の終了時に、フィルターを精確に秤量する（＋／－　１ｍｇ）。測定の前後の質量の差異
が、１００ｇの触媒に関して発生したダストの質量を直接与える。
【００３６】
　以下の実施例を、触媒Ａと表されている基準触媒を使用して実施した。
　触媒Ａは、アルミナ支持体上の２０質量％のＭｏＯ3および５質量％のＣｏＯを含有し
、１．３ｍｍの数平均直径および３．２ｍｍの数平均長さを有する円筒形状の押出成形品
の形態である、再生済み商業用水素化処理触媒である。
　触媒Ａは、１．８％の損耗、２１ｍｇ／１００ｇのＰＭ１０型微細ダストの発生および
ＲＶＡ活性＝１００％を有する。
【００３７】
（比較例１：（工程１のみ、本発明によらない））
　触媒Ａを、以下のように処理した。
　１ｋｇの触媒を、４ｒｐｍの回転速度で３リットルの容積を有するステンレス鋼ドラム
に入れる。触媒の温度を１４０℃に上げて、乾燥／活性化工程または再生処理の出来高を
シミュレートするために、次いで熱風流を３０分間触媒に向かって送り込み、次いで空気
流を停止させ、触媒を放置して、周囲温度に冷却する。このようにして得られた触媒は、
触媒Ｂと表されている。
　触媒Ｂは、１．９％の損耗、２２ｍｇ／１００ｇのＰＭ１０型微細ダストの発生および
ＲＶＡ活性＝１０１％を有する。
　この例は、工程１は、工程２中の熱の供給が後で必要とされるものの、それ自体が触媒
の損耗、ダストおよび活性に著しい影響を与えることはないことを示している。
【００３８】
（比較例２：（低温において工程１＋工程２、本発明によらない））
　触媒Ａを、以下のように処理した。
　１ｋｇの触媒を、４ｒｐｍの回転速度で３リットルの容積を有するステンレス鋼ドラム
に入れる。触媒の温度を１４０℃に上げて、乾燥／活性化工程または再生処理の出来高を
シミュレートするために、次いで熱風流を触媒に向かって送り込む。
　次いで触媒層を放置して、３０℃の温度に到達するまで冷却し、次いで５ｇの微粒化合
成ワックス（５μｍの粒径を有しており、ＭｉｃｒｏＰｏｗｄｅｒｓによりＭＰ－６２０
ＸＸＦの呼称で販売されており、融点１１５℃）をドラムに添加した。混合物を３０分間
均一化し、次いで周囲温度に冷却する。混合物は依然として細粒を含有するため、これら
を２０番（０．８５ｍｍ）スクリーンによってスクリーニングし、本発明によらない触媒
Ｃを得る。
　触媒Ｃの分析は、触媒Ｃが、０．１質量％未満のワックスに対応する０．１質量％未満
の炭素を含有することを示している。
　走査型電子顕微鏡を用いた観察によると、触媒Ｃの顆粒はその表面にワックスを有さず
、または非常にわずかのワックスしか有さない（測定可能でない）。
　触媒Ｃは、１．８％の損耗および１９ｍｇ／１００ｇのＰＭ１０型微細ダストの発生を
有する。
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　この例は、本発明によって請求されている温度範囲が重要であること、および所望の効
果が、１１５℃の融点を有するワックスの場合に３０℃で得られないことを示している。
【００３９】
（比較例３：（融点より高くして工程１＋工程２、本発明によらない））
　触媒Ａを、以下のように処理した。
　１ｋｇの触媒を、４ｒｐｍの回転速度で３リットルの容積を有するステンレス鋼ドラム
に入れる。触媒の温度を１４０℃に上げて、乾燥／活性化工程または再生処理の出来高を
シミュレートするために、次いで熱風流を３０分間触媒に向かって送り込み、次いで空気
流を停止させる。
　触媒層の冷却のために待機することなく、５ｇの微粒化合成ワックス（５μｍの粒径を
有しており、ＭｉｃｒｏＰｏｗｄｅｒｓによりＭＰ－６２０ＸＸＦの呼称で販売されてお
り、融点１１５℃）をすぐに、１４０℃においてドラムに添加する。このようにして混合
物を３０分間均一化し、次いで、本発明によらないコーティングされた触媒Ｄを得るため
に周囲温度に冷却する。
　触媒Ｄの分析は、触媒Ｄが、０．５質量％のワックスに対応する０．４質量％の炭素を
含有することを示している。
　走査型電子顕微鏡法によって観察したとき、触媒Ｄの顆粒は、純然たるワックスの層に
よってその表面を覆われているわけではなく、理由として、このワックスが空隙中に少な
くとも部分的に存在するという点がある。
　触媒Ｄは、０．９％の損耗および９ｍｇ／１００ｇのＰＭ１０型微細ダストの発生を有
する。
　この例自体もまた、本発明によって請求されている温度範囲が重要であること、および
所望の効果が、第２の工程がコーティング材料の融点Ｔより高い温度で（ここで、１１５
℃の融点を有するワックスの場合だと１４０℃で）実施されたときに得られないことを示
している。
【００４０】
（実施例４：（本発明による））
　触媒Ａを、以下のように処理した。
　１ｋｇの触媒を、４ｒｐｍの回転速度で３リットルの容積を有するステンレス鋼ドラム
に入れる。触媒の温度を１４０℃に上げて、乾燥／活性化工程または再生処理の出来高を
シミュレートするために、次いで熱風流を触媒に向かって送り込む。
　次いで触媒層を放置して、８０℃の温度に到達するまで冷却し、次いで１５ｇの合成ワ
ックス（平均して１５０μｍの粒径を有しており、融点１１５℃）をドラムに添加した。
混合物を６０分間均一化し、次いで周囲温度に冷却する。混合物が依然として細粒を含有
するため、これらを２０番（０．８５ｍｍ）スクリーンによってスクリーニングし、本発
明による触媒Ｅを得る。
　触媒Ｅの分析は、触媒Ｅが、０．４質量％のワックスに対応する０．３質量％の炭素を
含有することを示している。
　触媒Ｅは、０．６％の損耗および４ｍｇ／１００ｇのＰＭ１０型微細ダストの発生を伴
う。
　これらの値は、基準触媒Ａの場合に得られた値ならびに比較用触媒Ｂ、Ｃ、ＤおよびＦ
の場合に得られた値より格段に低い。
【００４１】
　（比較例５：（融点より高くして工程１＋工程２、本発明によらない））
　触媒Ａを、以下のように処理した。
　１ｋｇの触媒を、４ｒｐｍの回転速度で３リットルの容積を有するステンレス鋼ドラム
に入れる。触媒の温度を１９０℃に上げて、乾燥／活性化工程または再生処理の出来高を
シミュレートするために、次いで熱風流を３０分間触媒に向かって送り込み、次いで空気
流を停止させる。
　触媒層の冷却のために待機することなく、５ｇの合成ワックス（平均して１５０μｍの
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粒径を有しており、融点１１５℃）をすぐに、１９０℃においてドラムに添加する。この
ようにして混合物を３０分間均一化し、次いで、本発明によらないコーティングされた触
媒Ｆを得るために周囲温度に冷却する。
　触媒Ｆの分析は、触媒Ｆが、０．５質量％のワックスに対応する０．４質量％の炭素を
含有することを示している。
　走査型電子顕微鏡法によって観察したとき、触媒Ｆの顆粒は、純然たるワックスの層に
よってその表面を覆われているわけではなく、理由として、このワックスが空隙中に少な
くとも部分的に存在するという点がある。
　触媒Ｆは、１．１％の損耗および１１ｍｇ／１００ｇのＰＭ１０型微細ダストの発生を
有する。
　この例もやはり、第２の工程中にコーティング材料の融点より高い温度を使用すると、
所望の効果を得ることができないことを示している。
【００４２】
（実施例６：（本発明による））
　触媒Ａを、以下のように処理した。
　１ｋｇの触媒を、４ｒｐｍの回転速度で３リットルの容積を有するステンレス鋼ドラム
に入れる。触媒の温度を１４０℃に上げて、乾燥／活性化工程または再生処理の出来高を
シミュレートするために、次いで熱風流を触媒に向かって送り込む。
　次いで触媒層を放置して、８０℃の温度に到達するまで冷却し、次いで２０ｇの微粒化
合成ワックス（５μｍの粒径を有しており、ＭｉｃｒｏＰｏｗｄｅｒｓによりＭＰ－６２
０ＸＸＦの呼称で販売されており、融点１１５℃）をドラムに添加した。混合物を３０分
間均一化し、次いで、本発明によるコーティングされた触媒Ｇを得るために周囲温度に冷
却する。
　触媒Ｇの分析は、触媒Ｇが、２質量％のワックスに対応する１．７質量％の炭素を含有
することを示している。
【００４３】
　触媒Ｇの顆粒は、走査型電子顕微鏡法によって測定して平均して１２μｍである平均厚
さのワックスの層によって覆われている。
　触媒Ｇは、０．２％の損耗、０．１ｍｇ／１００ｇ未満のＰＭ１０型微細ダストの発生
およびＲＶＡ活性＝９５％を有する。
　この実施例は、所望の効果（損耗の低減および特にダストの発生の低減）が、２質量％
のワックス含量で本発明によるプロセスを利用することによって得られることを示してい
る。
　しかしながら、この量のワックスは、ＲＶＡ活性の若干の不足を誘起し、したがって、
コーティング材料の含量をより低くして本発明を実施することが、依然として好ましい。
　さらに、損耗の低減および微細ダストの発生の低減に関する所望の効果も、特に満足の
いくように達成される。この実施例は、本発明によるプロセスにより、第２の工程におい
て非常に小さなサイズの粒子の形態のコーティング材料を使用することにより提供される
さらなる利益を説明している。
【００４４】
（実施例７：（本発明による））
　触媒Ａを、以下のように処理した。
　１ｋｇの触媒を、４ｒｐｍの回転速度で３リットルの容積を有するステンレス鋼ドラム
に入れる。触媒の温度を１４０℃に上げて、乾燥／活性化工程または再生処理の出来高を
シミュレートするために、次いで熱風流を触媒に向かって送り込む。
　次いで触媒層を放置して、８０℃の温度に到達するまで冷却し、次いで５ｇの微粒化合
成ワックス（５μｍの粒径を有しており、ＭｉｃｒｏＰｏｗｄｅｒｓによりＭＰ－６２０
ＸＸＦの呼称で販売されており、融点１１５℃）をドラムに添加した。混合物を３０分間
均一化し、次いで、本発明によるコーティングされた触媒Ｈを得るために周囲温度に冷却
する。
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　触媒Ｈの分析は、触媒Ｈが、０．５質量％のワックスに対応する０．４質量％の炭素を
含有することを示している。
【００４５】
　触媒Ｈの顆粒は、走査型電子顕微鏡法によって測定して平均して３μｍの平均厚さの薄
いワックスの層によって覆われている。
　触媒Ｈは、０．３％の損耗、０．１ｍｇ／１００ｇ未満のＰＭ１０型微細ダストの発生
およびＲＶＡ活性＝９９％を有する。
　この実施例において、所望の効果、すなわち、損耗の大きな低減および微細ダストの発
生の大きな低減が、良好なレベルの活性を可能な限り保持しながらも、さらに改良された
形で達成される。この点に関して、驚くべきことに、得られた結果も特に良好である。
　この実施例は、可能な最も薄い層を得るように、一方で非常に小さなサイズの粒子の形
態のコーティング材料を使用し、他方で可能な最小の量のコーティング材料を使用するこ
との利点を説明している。
　驚くべきことに、そのワックス層の非常に薄い厚さにもかかわらず、本発明による触媒
Ｈは、少ない損耗しか有さず、特にわずかな微細ダストしか発生させない。
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